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《新 規》 

 

平成27年度当初予算額 ９００万７千円 

 

 

 

 

 

 

【目 的】 

障がいを理由とする差別を解消し、もって共生社会の実現をめざすことを目的とする障害者差別解消法

が制定され、平成２８年４月から施行されます。 

大阪府では、法の制定を踏まえ、障がい当事者や有識者、関係団体で構成する部会を設置して、何が差

別に当たるのかを府民に分かりやすく示すガイドライン策定のあり方や、障がいを理由とする差別に係る

相談、紛争の防止・解決の体制整備のあり方を検討しました。 

平成２７年度においては、部会による「提言」で位置付けられた取組みの３本柱（[平成 26年度内のガ

イドライン策定] [府独自の相談、紛争の防止・解決の体制整備] [障がい理解を深めるための啓発活動促進] ）を

踏まえ、法施行に向けて次の取組みを推進します。 

 

【事業概要】 

１．ガイドラインの普及啓発及び障がい理解ハンドブックの作成      〔予算額  ３６６万円〕 

û 障がいを理由とする差別に関する基本的な考え方や、「商品・サービス」「福祉サービス」「公共交

通機関」「住宅」「教育」「医療」といった府民生活に関わる分野ごとに不当な差別的取扱いとなり

うる事例や望ましい配慮の事例を示す「（仮称）大阪府障がい者差別解消ガイドライン」（平成 27

年 3月策定予定）の普及啓発を図るため、冊子及びリーフレットを作成します。 

û あわせて、差別は障がいや障がい者に対する無理解や偏見から生ずるとされていることから、障

がい等に係る正しい理解を深めるとともに、障がい特性に応じた適切な配慮等を解説するハンド

ブックを作成します。 

 

２．「（仮称）広域専門相談員」の設置                 〔予算額 ２３５万２千円〕 

û 府に専門の相談員を置き、市町村等へのヒアリングや助言・指導を通じ、地域における障がいを

理由とする差別に係る相談体制の確保を支援します。 

 

３．「出前講座」事業                         〔予算額  ２９９万５千円〕 

û 障がい理解を深め、差別の未然防止を図るため、事業者団体や企業等に障がい当事者等

を講師として派遣し、体験型の講座を開催する「出前講座」事業を実施します。 

   

 

担 当 障がい福祉室障がい福祉企画課 
企画グループ 

担当者 永尾、小村、和田 
内 線 ２４６４ 
直 通 ６９４４-９１７５ 

障がい者差別解消総合推進事業 
～ 障がいを理由とする差別のない、共に生きる大阪の社会をめざして ～ 

主要事業１ 
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《新規》【知事重点】 

 

          事業費総額 22億円   

 

 

 
 

 

 

 

Ø 趣 旨 
府が策定する子ども総合計画の目標達成に資することを目的に、市町村が地域の実情に沿って

取り組む事業を支援するため市町村に交付します。 

 

Ø 制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 

Ø 優先配分枠について 
 

（１）対象市町村 府内市町村（政令市・中核市を含む） 

 

（２）対 象 事 業 府から提示するモデルメニューに適合する事業 

                        子どもの貧困への取組み、障がい児への支援、児童虐待の防止等 

 

（３）配 分 方 法  市町村が設定する優先順位順に配分（１事業 500万円を上限） 

 
Ø 成果配分枠について 

 

（1）対象市町村  府内市町村（政令市・中核市を含む） 

 

（2）対 象 事 業   乳幼児医療費助成をはじめとした子育て支援施策 

 

（3）配 分 方 法   人口割＋均等割により、市町村ごとに基準額を算出。 

             府が設定する評価項目に基づき点数化の上、点数に応じて基準額を 

増減し配分額を決定。 

 

《参  考》乳幼児医療費助成事業   平成２７年度当初予算額  38 億 9,477 万円  

府補助基準  ：対 象 者  小学校就学前児童  

              ：所得制限  高額療養費一般低位基準を準用  

（四人世帯収入  約 5,140 千円）  

主要事業２ 

担当課 : 子ども室子育て支援課企画グループ 

担当者 : 田中・竹井・宇佐美 

内 線 : 4256 

直 通 : 06-6944-7108 

優先配分枠（５億円）(*) 

 

成果配分枠（１７億円） 

総額２２億円 

(*)優先配分枠については、平成 26追加補正予算（経済対策）に計上予定 

 

新⼦育て⽀援交付⾦ 
 
子ども・子育て支援新制度の実施に合わせ、市町村における乳幼児医療費助成を 

はじめとした子育て支援策の充実を支援するため、新たな交付金制度を創設します。 
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《一部新規》【知事重点】                 

               平成 27年度当初予算額：子育て支援人材確保事業 １,４３１万７千円 

                                 放課後児童クラブ施設整備事業 ４億９,０１２万１千円 

 
 
 
 【目的】 

平成 27年度から本格実施する子ども・子育て支援新制度が円滑に推進されるよう、必要な保育士の確保

や、共働き家庭等の「小 1 の壁」の解消に努め、女性の社会進出・就労促進につなげるよう、放課後児童

クラブ（いわゆる学童保育）の整備等を支援します。 

【事業概要】 

○子育て支援人材確保事業（潜在保育士確保事業） 1,431万7千円  

市町村子ども・子育て支援事業計画で見込まれた教育・保育の量を確保するため、現在勤務していない、

いわゆる潜在保育士に対し、セミナーや職場体験等を実施することにより、保育士の就業を支援します。 

 

 

 

 

 

              

 

 ○放課後児童クラブ施設整備事業         4億 9,012万 1千円 

   共働き家庭などの児童に対し、放課後等に適切な遊び・生活の場を提供し、その健全な育成を図る放課
後児童健全育成事業を実施するため、必要な施設整備や設備・備品の整備・更新などの環境整備を行い、

放課後児童クラブの設置及び環境改善を図る市町村に対し補助を行います。 

   ・負担率：国 1/3、府 1/3、市町村 1/3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要事業３  

担 当 子ども室子育て支援課 保育ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
               企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ   
担当者・内線 赤井、和田（保育ｸﾞﾙｰﾌﾟ 2440） 

竹内、川本（企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ 6984） 
直 通 ６９４４－６６７８（保育ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 
    ６９４４－６９８４（企画ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 

「子育て支援人材確保事業」「放課後児童クラブ施設整備事業」について 

～保育士の確保や放課後児童クラブの整備等を支援します～ 

・実施内容 
 
求職相談、セミナー、 
職場体験など 

保育士名簿を活用

した効果的な周知 

・対象 
 
潜在保育士 
（保育士有資格者） 

【府内市町村における量の見込み調査等結果】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※市町村では、クラブ整備だけでなく、小学校の多目的室等を放課後に 

一時利用するなどの工夫をし、ニーズ量の増加に対し策を講じている。 

 保育所の待機児童解消と連動した取り
組みを進め、共働き家庭等の「小 1の壁」

の解消により、女性の社会進出・就労を

促進 

保育環境の充実・女性が輝く社会の実現 

○新整備分（プレハブ設置など） 291,573千円 

○既存施設改修分（空き教室改修など）  

140,567千円 

○環境改善分(備品購入など）    49,760千円 

○倉庫設備整備分          6,556千円

○障がい児受入促進事業       1,665千円 

施設整備メニュー（予算額） 

760

5,423

4,455

3,034

440

2305

1280
1000

90,745

97,843 97,531 97,458

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

86,000

88,000

90,000

92,000

94,000

96,000

98,000

100,000

H26 27 28 29

待機児童見込数（人） 新規受入枠(人) 希望児童数（人）

待機児童
の着実な
解消 

整備 11

か所 

整備 72 

か所 
整備 32 

か所 
整備 25 

か所 



 

19 

 

 

 

 

 

 

《新規》      平成27年度当初予算額：１,８６６万７千円 

 

 

 

 

【背景・目的】 

一時保護所で生活する子どもは、背景に保護者の養育困難や、虐待、DV といった問題、ま

た子ども自身の非行問題等を抱えています。 

こうした子どもについて、一時保護所で生活する間、学習習慣や学力の維持を図るため、大

阪府子ども家庭センター一時保護所では学習指導協力員を配置し、基礎・基本の学習保障を行

っています。 

一方、一時保護所以外の施設で委託一時保護等されている子どもは、生活を支援する施設職

員が学習支援を行っていますが、近年、委託一時保護等される子どもが増加していることから

も、一時保護所と同等の支援体制の必要性が高まってきました。 

子どもが家庭の養育事情によって未来を左右されないために、一時的な保護から続く切れ目

のない養育支援とともに、本事業によって学習支援の強化を行います。 

 

【事業概要】 

  ○委託等により子どもが一時的に生活する施設に学習支援員を派遣 

   ・教員免許取得者や、大学において教員免許取得をめざして単位を履修している者等を学習

支援員として登録し、各施設へ派遣 

   ・派遣コーディネート業務を委託実施 

  ○対象児童 

   ・3日以上委託等により施設で生活する子ども（学齢児） 

  ○事業スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要事業４ 

担 当 子ども室家庭支援課育成グループ 

担当者 島、古川 

内 線 ２４３５ 

直 通 ０６－６９４４－６３１８ 

社会的養護学習支援事業 
～さまざまな事由により一時的に家庭から離れて生活する子どもを支援します～ 

委託 

配置要件確認 登録 

派遣要請 

派遣 

大
阪
府 

 
 
 

各施設 
（委託一時保 
  護児童等） 

大学生等 

派遣コーディネーター 
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《新 規》 

 

平成27年度当初予算額５６億１，６２５万１千円 

 
 
 
 
【１．概要】 

○団塊の世代の全てが 75 歳以上となる 2025 年を展望し「医療・介護サービスの提供体制の改⾰」が急務の課題 
○消費税増収分を財源として、医療・介護サービスの提供体制の改⾰を推進する新たな財政⽀援制度（基⾦）を
創設し、平成 26 年度より医療を対象として実施、介護については平成 27 年度から実施 

○各都道府県が作成する計画に基づき事業実施 
 
【２．基⾦（介護分野）の対象事業】 
○介護保険事業⽀援計画や保健医療計画・地域医療ビジョン等との整合性を図り、地域における医療及び介護の
総合的な確保を促進していくための施策を実施 
・介護施設等の整備の推進（地域密着型サービス施設等の整備への助成等） 
・介護人材等の確保と資質の向上 

 
【３．平成 27 年度⼤阪府予算案（地域医療介護総合確保基⾦（介護分野））】 
  ○府予算案：５６億１，６２５万１千円 
  ○国予算案：７２４億円（うち国庫４８３億円） 

〔内訳：施設整備分 ６３４億円、人材確保分 ９０億円〕 
  ○平成２７年度から実施の介護分野の事業について、介護施設等の整備や介護⼈材等の確保と資質の向上の 

ための事業を実施 
対象事業 主な事業 平成２７年度府予算案 

介護施設等の整備の推進 

・地域密着型特別養護⽼⼈ホーム、⼩規模多機能型居
宅介護、認知症⾼齢者グループホーム、定期巡回・随時
対応型訪問介護看護等の地域密着型サービスの施設等
の整備等 

４８億１，２５５万４千円 

介護人材等の確保と資質 
の向上 

・介護職員初任者研修受講支援事業（地域室・高齢室） 
・介護人材確保・職場定着支援事業（地域室） 
・権利擁護⼈材育成事業【市⺠後⾒人の養成】（地域室） 
・生活支援コーディネーター養成研修事業（高齢室） 
・地域包括ケア等充実・強化支援事業（高齢室）   等 

８億   ３６９万７千円 

○基⾦の造成割合：国２／３、都道府県１／３ 

〔施設整備、介護人材関係（高齢介護室）〕 
担  当：介護支援課 企画調整グループ 
担当者：中村、奥 
内  線：４４７１ 
直  通：０６－６９４４－６６６８ 
〔介護人材関係（地域福祉推進室）〕 
担  当：地域福祉課 事業者育成グループ 
担当者：田中、三浦 
内  線：２４９２ 
直  通：０６－６９４４－９１６５ 

主要事業５ 

地域医療介護総合確保基⾦（介護分野）の概要 
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平成 27年度当初予算額：１，０９４万４千円 

 

 

【目 的】 

戦後７０年の節目の年において、先の大戦で家族を想い尊い生命を捧げた

戦没者等に哀悼の意を表するとともに、再び戦争の惨禍が繰り返されること

のないよう戦争の悲惨さ、平和の大切さを次世代に継承する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 【参考（他部における戦後７０年記念事業）】 
  府民文化部人権局：「平和」をテーマにした子ども絵画募集等事業 ３，０６７千円 

担当課：地域福祉推進室社会援護課恩給援護ｸﾞﾙｰﾌﾟ 
担当者：大工谷、奥野 
内 線：２４２０ 
直 通：０６－６９４４－１７１７ 

１ 沖縄「なにわの塔」慰霊追悼式・世代間交流平和学習事業 

 【概 要】 

例年（一財）大阪府遺族連合会が実施してきた沖縄「なにわの塔」慰霊追悼式に

府内在住の子どもたち（小学５年生から高校３年生まで）が参加するとともに、  

戦没者の遺族の方々と交流等を行いながら、平和の大切さを学習する。 
大阪府と大阪市で参加者（遺族及び児童・生徒）の航空運賃等費用の一部を助成。 

 【主 催】 大阪府、大阪市、（一財）大阪府遺族連合会 
 【日 時】 平成２７年４月２日（木）～４月４日（土） 
【予 算 額】 平成２７年度当初予算額（案） 1,878千円 

 

２ 戦後７０年平和祈念式・大阪戦没者追悼式 

 【概 要】 

   例年実施している「戦没者追悼式」に加え、各市町村の子どもたち並びに沖縄     
「なにわの塔」慰霊追悼式に参列した子どもたちも参加し、「次世代とともに平和の   
大切さを祈念する」式典を実施（大阪府と大阪市の共催事業） 

 【日時・会場】 平成２７年８月５日（水） 大阪国際会議場 ５階メインホール 
 【参 列 者 数】 約 2,000名（平成２６年度実績 府約 900名、大阪市約 360名） 
 【予 算 額】 平成２７年度当初予算額（案） 9,066千円 
 

主要事業６ 

遺家族等援護事業（戦後７０年記念事業） 


